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（11 条 3 項）の流布（Verbreiten von Schriften）によって行われたときは，2 年
以下の自由刑または罰金刑をもって処断する」





誉毀損罪に相当し，185 条および 192 条が我が国の侮辱罪に相当するものと
言ってよい。185 条と公然と行われた 186 条とは一般法と特別法（加重類型）
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1　第 14 章に規定する犯罪類型全体（特に 186 条および 185 条・192 条）の保
護法益を「名誉」と解する点については，判例（RG GA Bd. 38, 434 ; GA Bd. 46, 















誉意識 （Ehrbewußtsein） といった 「名誉感覚 （Ehrgefühl）」， ないしは人が社会内


















要はない」とする一般論が判例で確立されたことによって（RGSt. 70, 245 ; 71, 






















































 4）　詳細については，vgl. A. Schönke / H. Schröder, Strafgesetzbuch Kommentar, 29. 
Aufl., 2014, Vorbem. §§ 185 ff. Rdn. 1 ［T. Lenckner / J. Eisele］; U. Kindhäuser / U. 
Neumann / H.-U. Paeffgen ［Hrsg.］, Strafgesetzbuch, Bd. 2, 5. Aufl., 2017, Vor 
§§ 185 ff. Rdn. 1 ff. ［R. Zaczyk］.
 5）　Vgl. P.-E.Krug, Ehre und Beleidigungsfähigkeit von Verbänden, 1965, S. 67 ff. ; H. J. 
Hirsch, Ehre und Beleidigung, 1967, S. 1 ff. ; J. Tenckhoff, Die Bedeutung des Ehrbe-
griffs für die Systematik der Beleidigungstatbestände, 1974, S. 27 ff. ; BGHSt. 1, 288 ; 
36, 148.
 6）　Hirsch, a. a. O. ［Anm. 5］, S. 4 Anm. 9, 17.
 7）　Schönke / Schröder, a. a. O. ［Anm. 4］, ebenda.
 8）　Vgl. K. Binding, Die Ehre im Rechtssinne und ihre Verletzbarkeit, 1890, S. 8 ff.
 9）　Vgl. F. v. Liszt und Eb. Schmidt, Lehrbuch des deutschen Strafrechts, 25. Aufl., 
1927, S. 506.
10）　たとえば，当初は規範的・事実的名誉概念の立場に立脚していたベーリングは（E. 
Beling, Wesen, Strafbarkeit und Beweis der üblen Nachrede, 1909, S. 11 f.），その後
に規範的名誉概念の立場へと改説するに至った（ders., Grundzuge des Strafrechts, 
11. Aufl., 1930, S. 80.）。
11）　佐伯・前掲注 3）「（4・完）」同 101 巻 11 号 1677 頁。
（3）　名誉毀損罪と侮辱罪の関係
1　事実の摘示による場合に名誉毀損罪 （186 条） と侮辱罪 （185 条） のいずれ
もが成立しうる構造になっているドイツの名誉侵害罪においても，名誉侵害
的な事実の主張が複数の者に対して行われた場合には，観念的競合として処
断されるとすることに異論はない（RGSt. 41, 61 ; OLG Celle GA 1960, 247 ; Bay OLG 






65, 359 ; BGHSt. 12, 287 ; Bay OLG NJW 1962, 1120.）， 名誉の統一的理解 （規範的名誉
概念） は法条競合としての罪数処理と結びつくことになる （BGHSt. 6, 159 ; OLG 

























表明することを侮辱として定義することで一致している（RGSt. 71, 159 ; BGHSt. 
1, 288 ; 11, 67 ; 16, 58 usw.）。具体的には，前掲のユダヤ民族出身指摘事案と同
様に，「ホモ」 （RGSt. 41, 277.），「ナチ」や「元ナチ」 （OLG Düsseldorf NJW 1948, 
386 ; 1970, 905.），「ファシスト」や「ヤングファシスト」（OLG Hamm NJW 1932, 






12）　Vgl. K. Engisch, Bemerkungen über Normativität und Faktizität im Ehrbegriff, 
Festschrift für Richard Lange zum 70. Geburtstag, 1976, S. 401f. ; RGSt. 29, 40 ; 55, 
129 ; RG JW 1926, 1184.
13）　Vgl. Hirsch, a. a. O. ［Anm. 4］, S. 145 f.
14）　本件の詳細については，丸山雅夫「名誉侵害罪」警察研究 58 巻 11 号（1987 年）
57 頁以下参照。
15）　詳細については，Schönke / Schröder, a. a. O. ［Anm. 4］, § 185, Rdn. 1 ff. ［Lenck-
ner/Eisele］; Kindhäuser/Neumann/Paeffgen/Zaczyk, a. a. O. ［Anm. 4］, § 185, 
Rdn. 1 ff.
16）　Vgl. Hirsch, a. a. O. ［Anm. 4］, S. 204 ff.
17）　H. Roeder, Wahrheitsbeweis und Indiskretionsdelikt nach deutschen und öster-
reichen Strafgesetsentwurf, Festschrift für Reinhart Maurach zum 70. Geburtstag, 
1972, S. 365 f. ; G. Arzt, Der strafrechtliche Ehrenschutz-Theorie und praktische Be-







ち，犯罪類型として，生存者に対する名誉毀損罪 （230 条 1 項） と侮辱罪 （231
条）を基本としたうえで死者に対する名誉毀損罪（230 条 2 項）を規定するほ
か，公共の利害に関する場合の特例（230 条の 2） と親告罪としての扱い（232
条）を規定するだけにとどまる。こうした状況は，名誉の保護の強化と言
論・表現の自由との調和のもとで形成されてきたものである18）。
1875 年に制定された讒謗律 （明治 8 年太政官布告 110 号） においては，人権の
保護という観点はほとんど見られず，政府に対する批判を抑圧するという観
点から，言論弾圧を目的とする治安法としての役割が期待されていたと指摘
されている19）。その後，讒謗律を廃止した旧刑法（明治 13 年太政官布告 36 号）
の名誉侵害罪は，「悪事醜行ヲ摘発シテ人ヲ誹毀シタル者」を事実の有無を
問わずに処罰する（行為態様に応じて法定刑が異なる）とともに（358 条），死者に
対しては 「誣罔ニ出タ」 場合に処罰するもので （359 条）， いずれも親告罪とさ



















ところではあるが23），230 条ノ 2 の新設によって，一応の解決は見られたも
のと言えよう。さらに，その後，230 条の 2 の解釈と運用をめぐる実務にも
大きな変化が生じ，最高裁は，真実性を誤信していた場合に事情の如何を問
わずに名誉毀損罪が成立するとしていた立場（最判昭和 34 年 5 月 7 日刑集 13 巻











21）　もっとも，事実証明による免責規定は，1893 年の出版法 31 条と 1909 年の新聞紙




22）　中野次雄『逐條改正刑法の研究』 （良書普及会， 1948年） 18頁， 171頁以下， 参照。
23）　町野朔「名誉毀損罪とプライバシー」石原一彦/佐々木史朗/西原春夫/松尾浩也
編『現代刑罰法大系 3』（日本評論社，1982 年）304 頁以下。
24）　最大判昭和 44 年 6 月 25 日刑集 23 巻 7 号 975 頁は，「刑法 230 条ノ 2 の規定は，
人格権としての個人の名誉の保護と，憲法 21 条による正当な言論の保障との調和を
はかったものというべきであり，これら両者間の調和と均衡を考慮するならば，た



















































年 2 月 4 日刑録明治 25 年 2 月 99 頁， 大判昭和 11 年 7 月 2 日刑集 15 巻 857 頁等），法人
に対する侮辱罪も当然に肯定されるということになっていた（大判大正 15 年 3





























113 頁。さらに， 大場茂馬『刑法各論 上巻 〔第 11 版〕』 （中央大学，1922 年） 439 頁。
28）　この点については，中野次雄「名誉に対する罪」日本刑法学会編『刑事法講座 第
4 巻』（有斐閣，1952 年）816 頁以下，植松正「名誉に対する罪」日本刑法学会編
『刑法講座 第 5巻』（有斐閣，1964 年）263 頁以下，山口厚「名誉毀損罪」同『問題
探求 刑法各論』（有斐閣，1999 年）77 頁以下，参照。
29）　表現には若干の相違が見られるものの，同旨の判例として，大判昭和 8 年 3 月 28
日法律新聞 3583 号 12 頁，大判昭和 9年 6月 29 日刑集 13 巻 904 頁等。
30）　同旨の判例として，大判昭和 2 年 11 月 26 日刑集 6 巻 468 頁，大判昭和 8 年 2 月
22 日刑集 12 巻 154 頁，大判昭和 9 年 5 月 5 日刑集 13 巻 573 頁，大判昭和 10 年 3
月 14 日刑集 14 巻 249 頁等。
31）　なお， 加藤一郎編 『注釈民法 第 19 巻』 （有斐閣， 1965 年） 185 頁以下 〔五十嵐清〕。
32）　平川・前掲注 19）19 頁以下，伊東研祐「名誉棄損罪と侮辱罪の法益の異同と内実
（情報状態保護説）」同『現代社会と刑法各論〔第 2版〕』 （成文堂，2002 年） 150 頁。
33）　平野龍一「刑法各論の諸問題」法学セミナー 203 号（1972 年）78 頁，同『刑法概
説』（東京大学出版会，1977 年）191 頁以下。同旨として，山本輝之「判例批評」松
68
尾浩也/芝原邦爾/西田典之編『刑法判例百選 II  各論〔第 4 版〕』別冊ジュリスト
143 号（1997 年）43 頁，大塚仁『刑法概説 各論〔第 3 版増補版〕』（有斐閣，2005




典之編『刑法理論の現代的展開 各論』（日本評論社，1996 年）77 頁以下。
35）　小野・前掲注 26）『刑法に於ける名誉の保護』203 頁以下，252 頁以下，同・前掲
注 27）138 頁以下，153 頁以下。さらに，同『新訂 刑法講義各論〔増補版〕』（有斐
閣，1950 年）215 頁，219 頁。
36）　たとえば，団藤重光責任編集『注釈刑法（5）』（有斐閣，1965 年）337 頁〔福田
平〕，佐伯千仭『刑法各論〔訂正版〕』（有信堂，1981 年）129 頁，団藤重光『刑法綱
要各論〔第 3 版〕』（創文社，1990 年）512 頁，福田平『全訂 刑法各論〔第 3 版〕』
（有斐閣，1996 年）188 頁，195 頁。
37）　平川・前掲注 19）23 頁以下，同『刑法各論』（有斐閣，1995 年）222 頁以下。同
旨として，松宮孝明『刑法各論講義〔第 4版〕』（成文堂，2016 年）168 頁。









され（大判大正 3 年 11 月 26 日刑録 20 輯 2265 頁），名誉毀損罪の成立が否定され
た事案における名誉毀損の告訴は侮辱の告訴として有効なものとされている
（大判昭和 10 年 4 月 8 日刑集 14 巻 401 頁）。また，摘示事実について真実性の証
明に成功した場合にあっては，侮辱罪の成立は当然のように否定されること





























様に，「選挙ブローカー」と言った行為（大判大正 15 年 10 月 7 日法律新聞 2633 号
13 頁），壁新聞に「売国奴」と記載した行為（大阪高判昭和 30 年 3 月 25 日判例時
70





39）　さらに，大判大正 12 年 5 月 24 日法律新聞 2140 号 4 頁，大判昭和 13 年 2 月 28 日
刑集 17 巻 141 頁，参照。
40）　さらに， 同旨のものとして， 大判大正 3年 11 月 26 日刑録 20 輯 2265 頁， 大判大正
4 年 9 月 30 日法律新聞1049号 32頁， 大判大正11年11月11日法律新聞2068号 8頁， 
大判大正 15 年 7 月 5 日刑集 5 巻 303 頁， 大判昭和 8年 2月 22 日刑集 12 巻 154 頁。





























をも名誉侵害に対する危険犯として捉える判例（大判大正 12 年 5 月 24 日法律新









































41）　Vgl. Roeder, a. a. O. ［Anm. 17］, S. 366.
































































45）　たとえば，中野・前掲注 28）832 頁，植松正『再訂刑法概論 II  各論』 （勁草書房，
1975 年）346 頁，小野清一郎/中野次雄/植松正/伊達秋雄『ポケット註釈全書 刑
法〔第 3 版〕』（有斐閣，1980 年）522 頁〔伊達〕，斎藤信治『刑法各論〔第 4 版〕』
（有斐閣，2014 年）79 頁，中森喜彦『刑法各論〔第 4 版〕』（有斐閣，2015 年）96
頁，参照。
46）　西田典之『刑法各論〔第 6版〕』（弘文堂，2012 年）123 頁。
47）　たとえば，小野ほか編・前掲注 45）524 頁〔伊達〕，大谷實『刑法講義各論〔新版




〔復刊〕』（法文社，1957 年）92 頁，小野・前掲注 26）『刑法に於ける名誉の保護』
306 頁，川端博『刑法各論講義〔第 2版〕』（成文堂，2010 年）250 頁。
50）　大塚ほか編『大コンメンタール刑法 第 10 巻〔第 2 版〕』（2006 年）492 頁〔渡辺
咲子〕。
むすびに代えて
以上，本稿は，名誉侵害罪全体 （名誉毀損罪と侮辱罪） の保護法益を 「人の社
会的評価 （外部的名誉）」 として統一的に捉える我が国の判例と通説に対して， 
ドイツの実務と学説をも参考として再検討し，規範的な観点から，「人格の









を 「人格の尊厳」 に求めるか （規範的アプローチ）， 「人の社会的評価」 に求める
















51）　田宮裕「名誉に対する罪」平場安治/平野龍一編『刑法改正の研究 2  各則』（東
京大学出版会，1973 年）362 頁。
